
兵庫県・丹波篠山市市 防災と福祉の連携促進モデル事業

兵庫県丹波篠山市
2019.11.6 内閣府

災害時個別ケアプラン作成への取組

資料２
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（災害時に備え）
各市町で不同意者
リスト等を管理

（災害時に備え）
自主防災組織等が

避難の個別支援計画策定

平常時

災害時にのみ
情報提供

災害時に備え
あらかじめ情報提供

災害時要援護者支援の仕組み

兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課

（同意と推定）
推定同意条例等 条例等なし

災害時
（同意等の有無問わず）

意思表示なし同意

法
定
事
項
（
災
害
対
策
基
本
法
）

国
指
針

不同意 避難支援
関係者等に
名簿情報提供

避難支援等関係者（自主防災組織等）への
名簿情報の提供

【災害対策基本法第49条の11第2項】

避難行動要支援者名簿作成（市町の義務）

災害時要援護者の把握（災害対策基本法における要配慮者）

原則として施設等に
おいて対応

ひょうご防
災減災推進
条例

（平成29年３
月）

自主防災組織
等による個別
支援計画の策
定促進
（第５条第2

項）

条例の制定そ
の他の必要な
措置の促進
（第3条第3

項）

在宅・地域生活者
（グループホーム、サ高住等含む）

入所者・入院患者
（特養、老健、精神科病院等）

地域への名簿提供に関する同意確認

☞安否確認
☞課題把握・アセスメント
☞サービスへの繋ぎ

災害時に特別な
支援を要する人
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ささやま見守り台帳（平成25年度~）
☆登録の目的

① 災害時の避難支援
② 発災時にできるだけ安全に避難するため、日頃からの見守りに役立つ

☆登録対象者

① 身体障害者手帳１・２級 ・療育手帳Ａ判定、精神障害者保健福祉手帳１級
② 介護保険要介護３・４・５認定者
③ その他支援を必要と認める方(例えば、独居・高齢者世帯、要介護3以下等）

☆登録の状況（R1.5.31 )

①②の登録対象者 1,557人のうち登録者 245人 登録率 15.7%
③の登録者 325人

☆見守り台帳の配布先

自治会長、民生委員・児童委員

☆見守り台帳の交換

毎年1回(7月～8月）に説明会で一斉交換。日々個別に修正追加 3



この台帳をもらっても、どの
ようにして避難誘導したら
いいのかわからない。

本人と出
会ったことも
ないのに、ど
うしたいいの
かわからな
い。

もっと、登録しないと
ならない人がいるの
ではないか！
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兵庫県における名簿登載者等の状況

出典：兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課

基本となる
避難行動
要支援者数
261,897

人

一般的には、①要介護度３以上、②身体１・２級、③療育Ａ判定、
④精神１級、⑤特定疾患（指定難病）受給者証所持者数を避難行動
要支援者名簿登載対象とするが、世帯状況や年齢、性別等を勘案し、
各市町判断で、65歳以上 独居高齢者等を対象に追加

兵庫県
5,507,747
（▲16,602）

人

避難行動
要支援者名簿
登載者数
437,383
（＋16,413）

人 名簿情報
提供者数
114,427
（+9,652）

人
19,652

（+9,082）人

●65歳以上
約150万人

●要介護認定者
約29万人

●障害者手帳
所持者数
約33万人

❏名簿登載に過不足（精度に難）
✎知的障害者や精神障害者が欠落
✎65歳単身世帯を無条件で登載

❏更新頻度が不十分
✎1年単位での更新が中心

❏個人情報を嫌気
・して受取を拒否
❏行政から地域に
名簿を渡し切り

❏救助者が全て同一人物
❏要援護者不在で作成
❏ケアマネジメントや
エンパワメントが欠落

A
B/A=
7.9%
（+0.2pt）

B

C

D

C/B=
26.2%
（+1.3pt）

D/B=
4.5%
（+2.0pt）

法定事項 国指針・県条例事項

（平成29年6月1日現在 ※基本となる避難行動要支援者数は同3月末現在）

個別支援計画

各ステージ
の課題
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避難行動要支援者のための個別支援計画（マイプラン）

出典：兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課
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出典：兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課

兵庫県の災害時要援護者支援の課題

❏各市町で避難行動要支援者名簿の作成は完了しているが、過不足が発生している
☞ 本当に支援が必要な重度障害者が漏れている。

☞ 単身という理由だけで、本来は支援者側にまわるべき高齢者が含まれている。
☞ 要介護度や障害者手帳等級等に基づく機械的な判断だけで登載され、地域の実情に応じた補正が
行われてない（要介護２以下だが認知症、療育Bだが行動障害あり等）。

❏ 地域（自主防災組織等）が避難行動要支援者名簿の受け取りを拒否する
☞ 障害特性や要介護度等の個人情報を含むため、自主防災組織等が受け取りを拒否する。
☞ 市町による地域への避難行動要支援者名簿の丸投げととらえる自主防災組織等がある。

❏ 各市町が推定同意規定等を適用することに慎重になっている
☞ 推定同意規定等を含む条例を制定しても、その行使には相当慎重になっている。

❏ 防災と福祉の連携が進まない
☞ 地域に福祉制度に精通した人材が乏しく、避難のための個別支援計画を作成することが難しい。

☞ 要援護者本人の心身状況等を熟知したケアマネジャーや相談支援専門員等との接点が乏しい。
☞ 地域と福祉専門職を繋ぐキーパーソン（コミュニティ・ソーシャルワーカー等）がいない。

❏ 地域での繋がりの希薄化している
☞特に障害者は地域との接点が薄く、民生委員ですら存在を把握できてない人もいる。
☞ ひきこもりや生活困窮者等行政との接点を持たず、避難情報等を受け取ることができない者がいる。

避難行動要支援者名簿の精度に問題がある１

個人情報の取り扱いに対する過剰な反応がある２

地域における関係者間の連携が乏しい３
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丹
波
篠
山
市
の
災
害
時
個
別
支
援

計
画
モ
デ
ル
事
業
の
仕
組
み

現
行
の
仕
組
み

参考：兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課

介護保険サービス
障害福祉サービス
利用開始手続

ケアマネジャー・相談支援専門員

ケアプラン
サービス等利用計画

作成

市
福祉担当課

信頼関係を構築

ケアプラン
サービス等利用計画
モニタリング/見直し

避難行動要支援者名簿
見守り台帳作成

自治会長・民生委員等

ケアプラン
サービス等利用計画

及び

避難のための
個別支援計画作成
（災害時ケアプラン）

要支援者（特に障害者）と地域の関係が希薄であるため、①計画策定が進まない、②要支援者本人の意思が必ずしも反映されていない、③
救出者割当及び移送先避難所の特定が計画の中心になっている（事前準備～災害時の避難～避難後の生活まで含めた内容とは言い難い）。

ケアマネ等が平常時のケアプラン作成時に、職務として（＝報酬を支給）要援護者本人及び地域のアセスメントを行い、自主防災組織等と
ともに個別支援計画を「災害時ケアプラン」として作成する（障害福祉・介護保険のサービスとして報酬改定への反映をめざす）。

要支援者

高齢者
障害者

関
係
希
薄

地域との繋がりが希薄（特に障害者）

市町
防災担当課

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

社
会
福
祉
協
議
会

介護保険サービス
障害福祉サービス
利用開始手続

市
福祉担当課

信頼関係を構築

要支援者

高齢者
障害者

地域との繋がりを構築

市町
防災担当課

相互連携

ケアマネジャー・相談支援専門員

自治会長・民生委員等・自主防災組織

ケアプラン
サービス等利用計画
モニタリング/見直し

防災訓練
↓

併せて個別支援計画
も見直し

【
ケ
ー
ス
会
議
で
の
協
議
】

ケアマネ等へ

災害時ケアプラン(個別支援計画)作成の流れ

避難行動要支援者
名簿兼個別支援計画作成

ケアマネ等へ

地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー

社
会
福
祉
協

議
会
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避難行動要支援者のうち、家族等の避難支援が得られない者や家

族だけでは避難が困難な者に対し、個人の具体的な避難支援方法

等を定めた計画

避難行動要支援者の一人ひとりについて、本人やその家族を交え

て災害発生時の情報伝達から避難所等への誘導まで、一連の活動

を想定した具体的な個別支援計画を地域において作成する。

災害時ケアプラン(個別支援計画)作成とは

避難行動要支援者の身体状況や生活状況、家
族状況等をよく知っているのは、介護支援専門員
（ケアマネジャー）や相談支援専門員！
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災害時個別支援計画と見守り台帳を比較し、見守り台帳に不足して
いる項目

①家族構成、同居情報

②建築年数、住宅平面図

③要介護認定度、障害者手帳等

④緊急時の伝達情報

⑤避難時携行医薬品等

⑥避難所で必要な支援

⑦避難場所、避難経路

ケアマネジャー等が把握
している項目
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災害時のケアマネジメント

利用者からの相談

当事者のアセスメント

居宅サービス計画原案の作成

サービス担当者会議

居宅サービス計画の交付と実施

モニタリング

再アセスメント

災害時ケアプラン調整会議
(当事者・家族・地域住民をつなぐ)

ケアプランへの同意と
地域への交付

 本人・家族の防災リテラシー
を高める

 本人・家族のアセスメント

避難訓練実施

介護保険のケアマネジメント

エコマップの作製（災害時ケア
プラン原案の作成）と個人情
報共有への同意
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災害時のケアマネジメント実施にあたって、介護支援専門員の不安
（介護支援専門員へのアンケート調査結果）

災害時ケアプラン調整会議
(当事者・家族・地域住民をつなぐ)

避難訓練実施

地域の実情を知らない

地域住民の理解
が得られるか

本人と地域の
支援者との調整

避難訓練実施に
向けての調整・
交渉ができるか

 本人・家族のアセスメント
 本人・家族の防災リテラ
シーを高める

本人・家族の理解が得られるか

エコマップの作製（災害時ケ
アプラン原案の作成） 帳票作成に時間がかからないか

ケアプランへの同意と
地域への交付
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災害時ケアマネジメントを進めるために行った研修会

本人・家族

支援者

支援者

 介護支援専門員
 民生委員等
 自治会役員
 自治会員 など

双方の理解を得てい
くことが大切！
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目的：個別計画の必要性を理解する
利用者の災害時アセスメントの手法を学ぶ

対象：介護支援専門員、相談支援専門員

地域包括支援センター職員、社会福祉協議会職員

災害時ケアマネジメント研修会
平成31年2月27日、令和元年8月21日
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アセスメントのツール「安心防災帳」

15

使用効果
 利用者・家族が自身の防災意識や備えを確認でき、減災への意識が高まる。
 自分の身体状況や必要な支援を地域にオープンにする必要性が芽生える。
 自助・互助が分かりやすい。



災害時個別支援理解研修①
地域の災害時要支援者のことをもっと知ろう！平成31年３月20日

目的：災害時個別支援計画の必要性を理解する、避難誘導の方法を学ぶ

対象：民生委員・児童委員全員

災害時個別支援理解研修②
モデル事業対象自治会員へのモデル事業趣旨説明 令和元年5月27日

災害時個別支援理解研修③（防災意識向上研修）
だれ一人とり残さない防災を目指して！ 令和元年5月30日

目的：モデル事業趣旨説明、災害時個別支援計画の必要性を理解する

対象：対象自治会員

目的：モデル事業趣旨説明、災害時個別支援計画の必要性を理解する

対象：対象自治会含む小学校区（まちづくり協議会）

災害時個別支援理解研修④（福祉理解研修）
モデル事業対象自治会員へ現在までの取組と今後の流れを説明 令和元年８月27日
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災害時ケアプラン（個別支援計画）作成の実際

① 当事者力アセスメント

介護支援専門員が「自分でつくる安心防災帳」を使

い、当事者力アセスメントを行うとともに、避難行動要

援護者協力者の防災リテラシーの向上を図る。

対象者
①要介護５ 全介助 独居 女性
②要介護３ 歩行不安定 首・肩可動域制限 高齢者世帯 女性
③要介護１ 2本杖歩行 89歳 独居 男性
④要介護２ 強度の腰痛 日中高齢者世帯 男性

② エコマップの作製
介護支援専門員が本人とのアセスメントをもとに、本人の力や災害への備え（自

助）や避難行動のために必要な支援（互助）について可視化したツール。
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エコマップとは、介護支援専門員行ったアセスメントをもとに、平常時の本人
の状況、災害時の備え、災害発生時に必要とすることを可視化したものです。

アセスメントからエコマップの作製
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③ 個別ケース会議
個別ケース会議は、事前に実施した当事者

力アセスメントを基にエコマップを作成し、本人

を交えて地域支援者等で具体的な避難支援方

法を検討。

市の担当者や介護支援専門員だけでは続けて
行けない。
地域包括支援センター職員や社会福祉協議

会の職員にコーディネート役を担ってもらう。

ポイント
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④ 災害時ケアプラン原案作成
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⑤ 避難訓練
日 時：10月6日（日） 8：30～11：00

場 所：東岡屋自治会（避難場所は富山会館）

参加者：約200名

内 容：当事者力アセスメント、個別ケース会議を経て、作成した災害時ケアプラ
ンに基づき、実際に避難行動要援護者の避難訓練を実施し、災害時ケ
アプランに基づく避難支援方法の課題等を検証した。
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1. 高齢者（災害時避難行動要支援者）やその家族に、災害（防災・減災）への関心

が高まった。

2. 高齢者（災害時避難行動要支援者）が地域の方に自分をオープンにする必要性

が理解できた。また、オープンにすることで、地域住民とのつながりが再構築でき

た。

3. 地域住民が、高齢者（災害時避難行動要支援者）のことを受け入れ、自らの事と

して考えるようになった。仲間意識が深まった。

4. 地域の方に、災害（防災・減災）の関心が高まり、実際に避難訓練を行ったことで、

さらに実効性が高まった。

5. 介護支援専門員に災害（防災・減災）への関心が高まった。

6. 行政等の関係機関の連携が深まった。

災害時ケアマネジメント(個別支援計画作成）で得られたこと
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（１）自助・近所(近助)・共助・公助の役割の理解と周知が重要

① 本人・家族の理解（自分のことを開示する勇気、本人や家族の備え）

② 地域住民の理解（防災の理解と平常時の見守り、災害時の支援）

③ 介護支援専門員の理解（事業所長の理解）

（２）介護支援専門員と地域住民(地域組織)をつなぐ仕掛けが必要

① 地域住民目線で考え・調整のできる人材

② 継続的な関わりができる人材

（３）個別支援計画作成の対象者

全ての要配慮者に必要ではあるが、優性順位が必要（まずは、要介護

度の高い独居高齢者・高齢者世帯、認知症のある高齢者から）

（４）災害時ケアマネジメントを活かすには、福祉と防災だけではできない。

① 避難所の開設や運営支援を行う福祉部門以外との連携が重要

② 市職員の全員の理解が必要

ボランティアではできない。労力と時間に見合った報酬が必要

地域包括支援センター業務は、
現在で手いっぱい

災害時ケアマネジメント(個別支援計画作成）の課題
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当事者・家族がオープンになる勇気
当事者と家族の減災に対する理解

災害時ケアプラン(個別支援計画)作成への取組を進めるには

地
域
住
民
の

理
解

継続的に関われる
人材・部署

（例えば 地域包括支援センター）

両輪が揃って こそ、前に進める！

介
護
支
援
専
門

員
等
の
理
解
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